
 
 

 

 

 

令和６年３月１４日 

四 国 地 方 整 備 局 

 
「令和５年度四国地方整備局インフラＤＸ推進本部会議」を開催 

 
～地域建設業の生産性の向上及び地域住民へのサービス向上、 

職員の働き方改革に向けて～『展開の令和６年度』 

 

 

 

 

  

（お問い合わせ先） 
四国地方整備局 企画部 

建設情報・施工高度化技術調整官  濵田 向啓（内線3132） 

TEL：087-811-8311（技術管理課直通） 

FAX：087-811-8412（技術管理課直通） 

 四国地方整備局では、四国地域において、データとデジタル技術を

活用し、社会資本整備や公共サービスの改革を推進すると共に、地域

建設業や四国地方整備局の働き方を改革し、建設業の生産性の向上を

図ると共に、インフラへの住民理解を促進し安全・安心で豊かな生活

を実現するため、令和３年度に「四国地方整備局インフラＤＸ推進本

部会議」を設置しインフラ分野のＤＸを推進しております。 

 今般、「令和５年度 四国地方整備局インフラＤＸ推進本部会議」を

下記のとおり開催いたします。 

記 

 １．日時： 令和６年３月２１日（木）１０：００～（1時間程度） 

  

２．会議場所： サンポート合同庁舎北館１３階 

１３０６・１３０７会議室 

 

 ３．主な議事 

   ①四国地方整備局におけるインフラＤＸの取り組み状況と  

令和６年度の方針 

   ②働き方改革に関する意見交換 

 

※取材は、主な議事①の「取り組み状況と令和６年度方針」までとさせていただきます 

※取材を希望される場合は、３月１９日（火）17:00までに、別紙の「取材申し込み方

法」に基づき、電子メールでお申し込みください。 



 
 

 

別紙 

 

 

四国地方整備局インフラＤＸ推進本部会議 

 

 取材申し込み方法 

 

 

 標記会議の取材を希望される方は、下記の取材申し込み内容を 

期限までに電子メールにて下記送付先まで、送付をお願いします。 

 

 なお、会議終了後、会場にて取材対応を行います。 

 

   期 限：令和６年３月１９日（火）１７：００まで 

 

   送付先：hamada-h8813_atmark_mlit.go.jp 

             ※送付の際は、「_atmark_」を「＠」に置き換えてくださ

い。 

 

  

■取材申し込み内容 

 

3 月 21 日のインフラ DX 本部会議の取材を申し込みます。 

 

 氏名（ふりがな）：                    

 

 会社名等    ：                    

 

 連絡先(電話番号)：                    

 

 送付先(ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ)：                    

 

 



四国地方整備局インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の方向性

四国地方整備局四国地方整備局におけるインフラＤＸ推進体制

四国地域において、地域住民のニーズを基にデータとデジタル技術を活用し、社会資本整備や公共サービスの

改革を推進すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や四国地方整備局の文化・風土や働き方を

改革し、建設業の生産性の向上を図ると共に、インフラへの国民理解を促進し安全・安心で豊かな生活を実現

するため、各部局が横断的に連携してインフラ分野のＤＸを推進することを目的に、「四国地方整備局インフラDX

推進本部会議」を設置する。

四国地方整備局インフラDX推進本部会議
※既存「i-Construction推進本部会議」を改編
［本部長］局長 ［副本部長］次長、次長（兼総務部長）
［本部員］企画部長、建政部長、河川部長、道路部長、港湾空港部長、営繕部長、用地部長、統括防災官

四国地方整備局インフラDX推進本部会議幹事会
［幹事長］企画部長 ［副幹事長］企画調査官
［幹事］総括調整官（建設）、広報広聴対策官、技術調整管理官、技術開発調整官、建設産業調整官、河川情報管理官、道路情報管理官、

事業計画官、官庁施設管理官、用地調査官、総括防災調整官、四国技術事務所長、高松港湾空港技術調査事務所長
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今回開催


